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自治基本条例策定市民会議第２期前期のまとめ案

　　自治基本条例策定市民会議は５月３１日から第二期前期のグループ討議に入りました。以来、６グループごとにすでに提起をした前期の論点（市民・条例の位置づけ）を中心に議論を重ねてきました。各グループの座長・副座長で構成する策定委員会は各グループの討議の進行状況を勘案しながら前期のまとめの作業を行い、７月２０日の策定委員会でとりまとめを行い、以下のまとめ案を作成しました。

　　このまとめ案を２５日の全体討議で全体のものとして、次の作業を進めたいと考えています。

　　なおこの間の各グループの議論の中で、意見が一致しなかったものもありましたが、策定委員会の議論を経て、概ね大勢の意見と認められたものをまとめていることをご理解下さい。

１　条例の目的と位置づけ

（１）　自治基本条例の目的

　　「市政の主人公は市民である」ということが市民自治の大原則として明確に確認された。鎌倉市民憲章は自治の基本理念を明確に示しており、自治基本条例は、この理念の具体化をはかるものであることが確認された。
この立場に立った自治基本条例の制定は、市民が行政に進んで参加し、行政をチェックするシステムのルール化をすすめ、市民の意思が議会、行政に正しく反映されるしくみをつくりあげることである。
自治基本条例の策定は、鎌倉市政が直面する諸問題を解決し、「市民の市政」としていっそう前進する道を大きくひらく原動力となることが確認された。
（２）　条例の位置づけと最高規範性

　　今回作成する自治基本条例は鎌倉市の憲法ともいうべきもので、他の条例・規則等に基本条例の趣旨や内容が活かされるべきである。その意味で鎌倉市の市政運営の最高規範となるべきとの意見が大勢を占めた。

　　よって条文策定にあたって最高規範性をどう表現するかは今後の課題となる。「地方分権改革推進会議」のいう法を越える上乗せ権について鎌倉らしさを示すうえでどう位置づけるかについて検討を要する。
２　市民自治確立（目的達成）の理念と手法

（1） 情報の公開と共有　
　　情報公開は、市民自治確立の基礎条件であるとの重要性が確認された。行政情報はすべて市民のものである。現在も情報公開制度はあるが、その在り方について、行政情報はわかりやすく公開すること、未成熟情報についても公開・開示が望ましいとの意見が大勢を占めた。
　　また、市議会の情報公開も強く求められる。

（2） 市民参加の在り方

　　市民参加については行政がただ意見を聞くというだけでなく、計画段階から参加できるシステムが必要であり、そのルール化を考える必要がある。また計画段階だけでなく、実施段階や評価段階でも参加できるシステムが必要との意見になった。
　　情報公開との関係で、市の広報の在り方への参加も必要という意見があった。

　　ただ一部に二元代表制だから直接民主主義を全面に出すのはいかがなものかという意見があった。
　　この意見については他のところでも見られたが、自治基本条例は当然に二元代表制を基本に置きながら、充分に機能していない現行制度を補完するもので、間接民主主義の制度とは矛盾しないとの意見が大勢を占めた。

（3） 多様な主体との協力・協働　　　
　　環境・福祉等々に関し多くの市民が様々な活動をしている。また市民のニーズは多様化している。このような中で行政・議会と多様な市民の活動との協力・協働のためのしくみをつくることが必要である。
（4） 長（行政）の在り方

　　具体的には後期で議論するが、説明責任など市民に信頼される行政が求められる。

（5） 職員の在り方

　　真に市民の立場にたち、やる気、積極性が必要であり、また絶えざる自己研鑽が必要である。
具体的には後期で議論する。
　　なお、長（行政）・職員は自治基本条例を尊重・遵守義務が必要である。

（6） 議会と議員の在り方
　　議員は市民の声をより広く聞くべきである。議員は自治基本条例の遵守義務を負う。
具体的には後期で議論する。

（7） 公正と信頼の確立　

　　市民・行政・議会が公正と信頼の確立は当然である。そのために特別の努力を行うべきである。わかりやすい説明責任・情報提供等きめの細かいルールが必要である。
（8） そのための複合的制度の活用とわかりやすい制度

　　このことはそのとおりである。

（9） 住民投票条例をどう捉えるか
　　市の施策で特に重要なものに住民投票を行うことは必要であるとの意見が大多数を占めた。
　　自治基本条例で詳細を定めるのではなく別途条例を作ることを基本とする。その場合、投票のテーマ、発議のしかた、投票参加者の条件、議決の判断、投票結果の尊重の仕方などについてさらに議論をする必要がある。

　　なお一部に不要の意見があった。　　　
３　用語の定義

（1） 市民　
　　各グループで活発な意見交換があったが、以下の通りの意見が大多数であった。

　　居住する者、在勤・在学する者、鎌倉での事業者、地権者、市民活動団体、法人等年齢を問わず、国籍を問わず、市民の概念を広く捉えるべきである。ただし、選挙や住民投票等においては　個別に考慮すべきである。

　　一部に、狭義に捉える意見もあったが、各グループとも上記のように広く捉える考え方でまとまっていた。

（2） 参加　

　　市民が市の政策の計画策定段階から意見を表明できること、実施の段階で共に行動できること、政策評価に関し意見を述べることが保障されるべきである。そのためのシステムが構築されることが不可欠である。ただ政策決定にどこまで関与できるか、例えば審議会等の意見が施策に反映されるのか等の疑問もあった。

　　その際、主体的に参加する市民を行政、議会は排除してはならない。

（3） 協働
　　市民・議会・行政がそれぞれの役割と責任のもとに、互いの自主性を尊重し、対等・平等の立場で連携協力をはかること。

　　ともすると協働の名の下に行政が市民に丸投げすることもあり、このようなことは厳に慎まなければならない。

　
（4） 市民の権利と責務

　　市民憲章の前文・本文に凝縮されているように、市民の権利と責務がある。これは個人、団体を問わず守らなければならない。

　　市民が主人公（市民主権）にふさわしい責務が求められている、当然に自治基本条例を尊重・遵守・擁護する義務を負う。

その他の意見として

・地方政府の表現から、国の法律も変わることを見越し、鎌倉らしい品格のある条例にすべきである。

・行政運営の基本原則は、鎌倉市にある緑や歴史などを含むあらゆる資源を使って、市の福祉、満足度を最大限に推進することであり、そのための仕組みを定めるものである。

等々の意見があった。　
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